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田島 俊樹（NIVERRCITY OF Texas Austin Prof）
10/23（木） 「科学技術をどう伝えるか（テレビの場合）」 
小野 直路（日本放送協会科学番組部長）






○ 主要来訪者一覧／Foreign Visitors to NISTEP 
10/6 John Stankoほか１名（南アフリカ芸術文化科学技術省）
10/13 E.A.バジルコフ（在日ロシア連邦大使館科学アタッシェ）
10/23 韓国地域科学技術政策視察団１８名（韓国地方自治体）
10/29 Prof.Reogers Hollingsworth（米国ウイスコンシン大学教授）
○ 海外出張 
9/28-10/5 根本企画課長（英国）
10/1-10/6 後藤第１研究グループ総括主任研究官、永田第１研究グループ主任研究官（米国）
10/13-10/25 舘第２研究グループ上席研究官（英国）
10/20-10/22 佐藤所長（韓国）
○ 海外出張報告
「APEC科学技術産業都市ネットワーク」会議に出席して
第３調査研究グループ 権田金冶
「APEC科学技術産業都市ネットワーク」構想は１９９６年１１月２５日のSPEC 経済閣僚会議の非公式
会談にて中国側から提案されたものである。会議は大きく分けて三部構成となっており、第一部は
リサーチパークに関する事例報告、第二部はAPEC加盟各国政府代表によるラウンドテーブル会
議、第三部は現地視察であった。日本からの出席者は科学技術庁から３名（内１名は現地からの参
加）、通産省から２名、外務省から１名（現地大使館員）、民間から４名の合計１０名。会議は全体と
して極めて盛況で、SPEC加盟１８国および地域から１００名以上の参加があった。
開会に先立ち、中国側から江沢民総書記からの祝辞が代読され、基調講演は中国国家科学技術
委員会の副委員長のXu Guanhua 氏が行なった。第一部の事例報告では主としてSPEC加盟各国
からのリサーチパークに関する現状報告が行なわれ、総報告数は追加報告を加えると全部で２１件
（内日本からは４件）であったが、同時に会場外でも参加各機関からの資料配布やブースによる展
示などが活発に行なわれた。
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第二部は各国政府代表によるラウンドテーブル会議であったが、会議の運営は本構想の提案国で
ある、中国主導で進められた感が強い。議事は、中国のSSTCからの代表が議長になり、APECの
事務局から２名が参加した上で、１８の国・地域からの代表によって進められた。会議では、まず事
務局より今回の準備会議の「結論とりまとめ」案が提案され、会議内容についての修正・追加が加
えられた。なお、「結論とりまとめ」には第二回会議を１９９８年１０月２２−２３日にオーストラリアで開
催し、引き続き１９９９年に第三回会議をフィリピンで、更に２０００年に第四回会議を米国で開催する
予定であることを明記した。引き続き、中国側から提案されたSTIPネットワークの「コンセプト・ペー
パー」の原案について集中討論が加えられた。議論の結果一部修正が加えられ最終合意された。
内容については、当方はいささか不満であったが、IST ワーキングで修正可能とのことであったの
で、これ以上の修正は要求しなかった。
全体としての印象は、前回（９５年）もそうであったが、ことリサーチパークに関する本会議では全体
的に中国のリーダーシップが一層強くなってきた印象を強く受けた。と言うより、日本では外国に比
べ、何故かリサーチパークやインキュベータについての関心が官民共にあまり強くないため、従っ
て国のみならず地方公共団体に於いてもその推進に本気で取り組んでいる所が少なく、地域経済
開発におけるその役割が充分理解されているとは言えないのが現状である。もちろん、APEC諸国
におけるISTPの地域経済開発に於ける役割についての認識も加盟国によって温度差があるが、ど
ちらかと言えばアジア諸国の方がその重要性は高く評価しているが、後発であるが故に今日まで
その開発や運営のためのノウハウの蓄積は少なく、従って、それだけ全体として議論のレベルは低
かった。
米国、カナダ、オーストラリアからはいずれもリサーチパークの開発や運営に関する専門家（民間
人）が参加し、自らが蓄積して来たノウハウを売り込みに来ているような印象が強かった。従って、リ
サーチパークの開発・運営の先進国であるこれら諸国に取っては、中国が提案するISTPネットワー
クの設立は自らのノウハウを売り込めると言う点で歓迎であろうが、日本に取っては何がメリットなの
かよく見えない。一方、中国を始め東南アジア諸国に取っては、リサーチパークの開発・運営の技
術が導入できると言うメリットがあり、ネットワークへの参加の意義は大きい。特に、中国を始めとす
るAPEC加盟のアジア諸国に取って、ISTPネットワークの構築は大きな目的の一つであるが、この
点に関しても我が国のメリットは少ない。本来、このようなネットワークの構築は民間ベースで進めら
れるべき性格のものであると思われる。実際、このようなネットワークはすでに非営利の団体により
世界にいろいろな形で構築されており、政府が関与したものはない。
12
